
消費者志向経営及び消費者志向自主宣言について

１ 消費者庁における取組

徳島県では、平成29年10月に事業者団体、消費者団体、行政機関等からなる、地方初の「とくしま消費者志向経営推進

組織（以下、「とくしま推進組織」といいます。）」を設け、消費者庁とともに消費者志向経営を推進しています。
とくしま推進組織では、シンポジウムの開催や「消費者志向自主宣言」を県内事業者に呼び掛けるなど、消費者志向
経営に関する周知活動を行っており、今後さらにセミナー・情報交換会等を実施していく予定です。

事業者

・各事業者が取り組むことを自主的に宣言・公表
（理念・方針、具体的な実績・計画等）

・宣言・公表した内容に基づき、取組を実施

・実施した取組の具体的内容・結果を公表

推進組織（消費者庁）

宣言

行動

結果

消費者志向自主宣言・フォローアップ活動の仕組み

とくしま消費者志向経営推進組織事務局（徳島県危機管理環境部消費者くらし安全局消費者政策課）

TEL：088-621-2175 Email：shohishaseisakuka@pref.tokushima.jp

（令和３年６月）

２ 徳島県における取組

・公表された内容を消費者、社会へ
広く発信（推進組織のホームページ等）
・シンポジウム・セミナー等を通じた
周知活動
・優良事例の公表、表彰など
【消費者志向経営優良事例表彰（平成30年度～）】

３ 徳島県内自主宣言事業者一覧

とくしま消費者志向経営推進組織
構 成
【事業者団体】
徳島経済同友会、徳島県経営者協会、徳島県商工会議所連合会
徳島県商工会連合会、徳島県中小企業団体中央会、
徳島県中小企業家同友会

【消費者団体等】
徳島県消費者協会、とくしま産業振興機構、徳島経済研究所

【行政機関】
徳島県、徳島市 とくしま消費者志向経営推進組織設立（平成29年10月13日）

消費者志向経営とは、事業者が、消費者全体の視点に立ち、健全な市場の担い手として、消費者の信頼を獲得するととも
に、持続可能で望ましい社会の構築に向けて、社会的責任を自覚して事業活動を行うことです。消費者庁では、平成28年10
月に事業者団体、消費者団体、行政機関からなる消費者志向経営推進組織（以下、「推進組織」といいます。）」を設け、消費
者志向経営を推進しています。
推進組織では、各事業者において消費者志向経営に誠実に取り組むことについて自主宣言を行うとともに、そのフォローア
ップを行う「消費者志向自主宣言・フォローアップ活動」を呼び掛け、事業者の取組の普及を図っています。
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(令和３年５月末現在、五十音順に掲載)

県内計36事業者（全国計206事業者）
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